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平
成
三
十
一
年
四
月
施
行
の
労
働
基
準
法
改
正
（
以
下
「
働
き
方
改
革
関
連
法
」
と
い
う
。
）
で
導
入
さ
れ
た
時
間
外
労
働

時
間
の
上
限
規
制
が
、
令
和
六
年
四
月
よ
り
、
こ
れ
ま
で
猶
予
さ
れ
て
き
た
建
設
業
、
物
流
・
運
送
業
に
も
適
用
さ
れ
る
が
、

そ
れ
に
よ
っ
て
、
従
業
者
の
収
入
減
少
と
、
そ
れ
に
伴
う
離
職
者
の
増
加
や
、
事
業
者
の
利
益
の
減
少
な
ど
が
発
生
す
る
可
能

性
が
指
摘
さ
れ
、
「
二
〇
二
四
年
問
題
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
「
二
〇
二
四
年
問
題
」
に
関
し

て
、
以
下
質
問
す
る
。 

一 

政
府
に
お
い
て
、
「
建
設
業
の
二
〇
二
四
年
問
題
」
は
国
土
交
通
省
不
動
産
・
建
設
経
済
局
建
設
業
課
で
、
「
物
流
・
運

送
業
の
二
〇
二
四
年
問
題
」
は
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局
物
流
政
策
課
で
、
そ
れ
ぞ
れ
対
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
、
建
設
業
と
物
流
・
運
送
業
と
は
、
建
築
資
材
の
運
搬
な
ど
で
切
っ
て
も
切
れ
な
い
関
係
性
が
あ

る
わ
け
だ
が
、
二
〇
二
四
年
問
題
で
は
利
益
相
反
関
係
に
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
資
材
運
搬
を
担
う
ト
ラ

ッ
ク
運
転
手
の
労
働
環
境
の
改
善
と
建
設
作
業
員
の
労
働
環
境
の
改
善
と
が
相
俟
っ
て
、
建
築
資
材
の
搬
入
に
手
間
取
り
、

工
期
が
延
び
た
り
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
事
態
を
避
け
る
た
め
に
は
、
関
係
す
る
業
界
相
互
間
の
調
整
が
必
要

に
な
る
と
思
わ
れ
る
。 



 

２ 

 

 
１ 

国
土
交
通
省
内
に
お
い
て
は
、
局
を
超
え
て
建
設
、
物
流
・
運
送
両
業
界
の
二
〇
二
四
年
問
題
を
調
整
す
る
組
織
を
有

し
て
い
る
か
。 

 

２ 

１
の
組
織
を
有
し
て
い
な
い
場
合
、
ど
の
よ
う
に
し
て
両
業
界
の
二
〇
二
四
年
問
題
を
調
整
す
る
か
。 

二 

「
物
流
・
運
送
業
の
二
〇
二
四
年
問
題
」
で
は
、
ト
ラ
ッ
ク
運
転
手
の
労
働
時
間
が
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
一
人
当

た
り
の
走
行
距
離
が
短
く
な
る
た
め
、
必
要
な
人
員
を
確
保
で
き
な
く
な
り
、
物
流
・
運
送
に
支
障
が
出
る
お
そ
れ
が
あ
る

と
言
わ
れ
て
い
る
。
国
土
交
通
省
が
公
表
し
て
い
る
資
料
「
物
流
の
二
〇
二
四
年
問
題
に
つ
い
て
」
に
よ
れ
ば
、
例
え
ば

「
東
京

大
阪
間
が
一
日
、
一
人
の
ド
ラ
イ
バ
ー
で
着
か
な
く
な
り
長
距
離
輸
送
の
人
員
確
保
が
さ
ら
に
困
難
に 

コ
ス
ト

増
や
サ
ー
ビ
ス
低
下
な
ど
へ
の
影
響
も
」
と
さ
れ
、
働
き
方
改
革
関
連
法
施
行
後
は
、
実
質
拘
束
時
間
上
限
が
一
日
十
二
時

間
と
な
る
た
め
、
「
時
間
通
り
に
届
か
せ
る
に
は
二
人
稼
働
が
必
要
」
で
「
一
人
稼
働
の
場
合
延
着
の
可
能
性
」
が
あ
る
と

さ
れ
て
い
る
。 

 
 

建
設
業
界
に
対
し
て
は
、
既
に
締
結
さ
れ
て
い
る
契
約
ど
お
り
に
建
設
工
事
が
終
わ
ら
な
く
な
る
な
ど
の
影
響
が
出
る
可

能
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
て
、
国
土
交
通
省
は
、
そ
の
よ
う
な
場
合
は
柔
軟
に
契
約
変
更
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
と

し
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
実
際
に
契
約
変
更
が
行
え
る
か
ど
う
か
は
、
施
工
主
側
の
意
向
に
左
右
さ
れ
る
た
め
、
理
解



 

３ 

 

が
得
ら
れ
な
け
れ
ば
、
最
悪
の
場
合
、
工
期
遅
れ
が
建
設
業
者
側
の
契
約
不
履
行
と
み
な
さ
れ
、
違
約
金
や
損
害
賠
償
金
の

支
払
い
義
務
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
。 

 

１ 

政
府
は
、
こ
の
よ
う
な
「
働
き
方
改
革
関
連
法
」
に
よ
る
制
度
変
更
に
起
因
す
る
経
済
的
な
損
害
を
補
う
具
体
的
な
方

策
を
考
え
て
い
る
か
。 

 

２ 

こ
の
よ
う
な
損
害
を
補
う
た
め
に
は
、
損
害
保
険
の
活
用
も
考
え
ら
れ
る
が
、
日
本
損
害
保
険
協
会
に
よ
る
と
、
損
保

大
手
四
社
の
中
で
は
そ
の
よ
う
な
損
害
を
補
償
す
る
保
険
商
品
を
販
売
し
て
い
る
事
業
者
は
、
現
時
点
で
は
存
在
し
な

い
。
ま
た
、
保
険
商
品
の
開
発
に
つ
い
て
は
、
個
々
の
事
業
者
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
政
府

と
し
て
、
「
二
〇
二
四
年
問
題
」
に
対
応
す
る
た
め
の
保
険
商
品
の
開
発
等
を
損
害
保
険
業
界
に
働
き
掛
け
る
考
え
は
あ

る
か
。 

 

右
質
問
す
る
。 


